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諸収入

うち県営事業

　　※　普通会計は自治体間の財政比較をするために用いられる統一的な会計区分であり、入間市では一般会計、後期高齢者医療特別会計及び土地区画整理事業特別会計の一部で構成されています。

※　表中の構成比及び住民一人当たりの額については、表示単位未満四捨五入のため、積み上げた数値とその合計値は必ずしも一致しません。　

平成30年度　普通会計決算状況調書
さいたまけん い る ま し

112259（単位：千円） 埼 玉 県 入 間 市
市 町 村 類 型 Ⅲ－３

国　　勢　　調　　査　　人　　口　　等
歳　　　　入　　　　内　　　　訳 歳　 　出 　　内　 　訳　 　（　目　的　別　）

交付税種地区分 Ⅱ－７ 区　　　　分 決 算 額 構成比 増減率 住民一人当たり 区　　分 決  算  額 構成比 増減率 住民一人当たり 一般財源等

面　     積 44.69ｋ㎡

人口

27年 148,390人
人口集中地区人口

27年 124,151人 地  方  税 21,287,384 50.6% 0.4% 143,546円 議  会  費 289,905 0.7% 0.0% 1,955円 289,772

住 民 基 本 台 帳 人 口 等
22年 149,872人 22年 124,832人 地方譲与税 302,093 0.7% 1.0% 2,037円 総  務  費 5,027,074 12.2% 6.2% 33,899円 4,539,910

増加率 ▲1.0％ 産業構造 第１次 第2次 第3次 利子割交付金 30,175 0.1% ▲1.1% 203円 民  生  費 17,873,882 43.3% ▲0.1% 120,528円 9,656,207

人　口

H31.3.31 148,297人
人口密度

3,321人

職業
人口

世帯数 H31.3.31 65,579世帯 56,843世帯

27
755人 17,772人 49,449人 配当割交付金 83,561

76,523

0.2% ▲20.0% 563円 衛  生  費 3,518,289 8.5% 4.3% 23,725円 2,909,979

H30.3.31 148,592人 3,350人 1.1％ 26.1％ 72.8％ 株式等譲渡所得割交付金 0.2% ▲32.8% 516円 労  働  費 29,294 0.1% ▲5.0% 197円 10,830

増加率 ▲0.2％
世帯数

59,004世帯
22

632人 18,278人 48,967人 地方消費税交付金 2,514,208 6.0% 12.3% 16,954円 農林水産業費 166,559 0.4% 10.5% 1,123円 136,889

0.9％ 26.9％ 72.2％ ゴルフ場利用税交付金 49,356 0.1% ▲6.2% 333円 商  工  費 295,733 0.7% 88.8% 1,994円 136,456

区　　　分 平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 区　　　分 指　　数　　等
自動車取得税交付金 128,634 0.3% 3.6% 867円 土  木  費 3,299,150 8.0% ▲5.3% 22,247円 2,348,137

地方特例交付金等 121,992 0.3% 14.6% 823円 消  防  費 2,129,976 5.2% 10.0% 14,363円 1,918,062

歳　入　総　額
42,039,465 40,870,326

基準財政需要額 19,280,932 地方交付税 1,486,587 3.5% ▲2.7% 10,024円 教  育  費 5,353,506 13.0% 17.8% 36,100円 4,114,474

A 基準財政収入額 17,993,336 うち普通交付税 1,287,596 3.1% ▲4.7% 8,683円 災害復旧費 39,124 0.1% 1046.0% 264円 38,731

歳　出　総　額
41,252,610 39,705,072

標準財政規模(臨財債含) 25,869,620 うち特別交付税 198,991 0.5% 12.9% 1,342円 公  債  費 3,230,118 7.8% 4.1% 21,781円 3,222,451

B 財政力指数 （３ヵ年平均） 0.93 交通安全対策交付金 16,290 0.0% ▲7.9% 110円 諸 支 出 金 0 0.0% 0.0% 0円 0

歳入歳出差引額
786,855 1,165,254

実質収支比率 2.7% 国有施設等交付金 79,081 0.2% 35.3% 533円

A－B＝C 公債費比率 5.3% 分担金・負担金 377,325 0.9% 5.5% 2,544円

翌年度へ繰り越す
88,998 177,701

債務負担行為含む 5.3% 使  用  料 546,753 1.3% 2.9% 3,687円

べき財源           D 起債制限比率 4.0% 手  数  料 293,941 0.7% ▲2.3% 1,982円

実　質　収　支
697,857 987,553

公債費負担比率 10.7% 国庫支出金 5,741,706 13.7% ▲6.9% 38,718円 合　　計 41,252,610 100.0% 3.9% 278,176円 29,321,898

C－D＝E 義務的経費比率 50.2% 県 支 出 金 2,450,749 5.8% 2.3% 16,526円 市　　税　　の　　内　　訳

単 年 度 収 支　　
▲ 289,696 229,307

経常一般財源等比率 95.8% 財 産 収 入 169,302 0.4% 97.2% 1,142円 区　　分 決 算 額 構成比 区　　分 決 算 額 構成比

F 経常収支比率 97.7% 寄  附  金 13,331 0.0% 110.0% 90円 市 民 税 9,904,177 46.6% 特別土地保有税 3,605 0.0%

8,557,364積　立　金
1,965 3,047

歳入一般財源等 30,108,753 繰  入  金

1,346,813うち法人

0.0%

G 地方債現在高 32,583,136 繰  越  金 1,165,254 2.8%

783,690 1.9% 15.0% 40.2% 鉱産税 3

諸  収  入 897,037 2.1%

30.0% 7,858円

5,285円 うち個人

8,951,310 42.0% 合　　計

1,331,873 6.3%

21,287,384 100.0%

6.4% 都市計画税

繰 上 償 還 額
0 11,300

債務負担行為額(支出予定) 6,589,692 

8.2%H 積立基金現在高 3,003,387 地  方  債 24.4% 23,092円

9.1% 6,049円 固定資産税

2.9% 市たばこ税

軽自動車税3,424,493

積立金取り崩し額
251,676 531,732

財政調整基金 2,256,908 42,039,465

I 定額運用基金現在高 432,252 

279,353

3.8%

1.3%

実質徴収率

徴収率 97.5%

97.5%

歳　　　　出　　　　内　　　　訳　　　　（　　性　　質　　別　　） 経常一般財源収入

合　　　計 100.0% 283,482円 817,063

実質単年度収支
▲ 539,407 ▲ 288,078

土地開発基金 303,015 区　　　　　　　　分 決 算 額 構成比 増減率 住民一人当たり 一般財源等 うち経常一般財源等 経常収支 区        分 決  算  額

F＋G＋H－I＝J
収益事業

収入額 50,000 人  件  費 6,698,053 16.2% ▲0.5% 45,166円 6,111,652 6,111,651 23.2% 地方税 19,955,511

一　　般　　職　　員　　等
収入比率 0.2% うち職員給 4,699,260 11.4% 0.8% 31,688円 4,127,301 - - 地方譲与税 302,093

ラスパイレス指数 102.7 扶  助  費 10,762,555 26.1% ▲0.4% 72,574円 3,927,640 3,927,476 14.9% 利子割交付金 30,175

区　　分 職員数 平均年齢 １人あたり給料
会計別決算状況（公営企業会計は除く）

公  債  費 3,230,118 7.8% 4.1% 21,781円 3,222,451 3,222,451 12.2% 配当割交付金 83,561

一般職員 710人 41.0歳 317,899円/月 物  件  費 7,413,448 18.0% 6.3% 49,991円 6,055,923 5,800,902 22.0% 株式等譲渡所得割交付金 76,523

教育公務員 17人 45.2歳 388,294円/月 会　 計　 名 歳出総額 増減率（％） 維持補修費 336,852 0.8% ▲6.2% 2,271円 325,668 325,668 1.2% 地方消費税交付金 2,514,208

消防職員 - - - 国民健康保険 16,105,685 ▲ 11.3% 補 助 費 等 4,752,421 11.5% 12.6% 32,047円 4,435,408 3,287,510 12.5% ゴルフ場利用税交付金 49,356

技能労務職員 69人 53.2歳 284,565円/月 後期高齢者医療 1,716,690 2.3% うち一部事務組合分 2,134,057 5.2% 1.9% 14,390円 2,133,908 2,066,979 7.8% 自動車取得税交付金 128,634

臨時職員 - - - 介護保険 9,678,029 5.0% うち組合分以外 2,618,364 6.3% 23.0% 17,656円 2,301,500 1,220,531 4.6% 地方特例交付金等 121,992

合　　　計 796人 42.1歳 316,513円/月 繰  出  金 4,585,496 11.1% ▲4.7% 30,921円 3,959,469 3,085,407 11.7% 地方交付税 1,287,596

特　　別　　職　　等 一部事務組合への加入等の状況 公営企業等への繰出
投資及び出資金 0 0.0%

貸  付  金 20,410 0.1% 国有施設等交付金 79,081

0.0% 0円 0 0 交通安全対策特別交付金 16,290

積  立  金 401,175

▲13.1% 138円 0 0

1.0% 35.8%区 　分 適用開始 給料・報酬月額 ・埼玉県市町村総合事務組合 下水道 490,000

0 0.0% 0.0%

0 分担金・負担金2,705円 385,400

0円 0

859,556

H28.11.18

H28.11.18

0

市    長 931,000円 ・彩の国さいたま人づくり広域連合 宅地造成 391,780 前年度繰上充用金

国民健康保険 1,207,650 3,012,958 20,317円7.3% 26.9%

91,428使用料・手数料

28,885

0

教 育 長 720,000円 ・入間西部衛生組合 後期高齢者医療 1,551,029 4,262円 9,633

0 財産収入

1,435,014 うち単独事業 2,380,869 5.8% 35.9%

70,419 0うち補助事業

普通建設事業費

議会議長 493,000円 ・瑞穂斎場組合 介護保険

H28.11.18

副 市 長 783,000円 ・埼玉県都市競艇組合

議会議員 414,000円 ・埼玉県後期高齢者医療広域連合 0

H10.4.1

H10.4.1 0

16,055円 789,137 0 小    計 24,774,966

0円 0 0 減税補てん債

・埼玉西部消防組合

97.7%

1,595,093

合　　計 5,075,473 合　　　計

災害復旧事業費

合　　計

臨時財政対策債38,731

26,370,05941,252,610 100.0% 3.9% 278,175円 29,321,898 25,761,065

632,089

039,124 0.1% 1046.0% 264円

1.4%

0.0%0.0%

1.5%


